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２０２６年８月５日(水)

「二木立の医療経済・政策学関連ニューズレター（通巻265号）」 since 2005

ＢＣＣでお送りします。出所を明示していただければ、御自由に引用・転送していただいて結構です。

御笑読の上、率直な御感想・御質問・御意見、あるいは皆様がご存知の関連情報をお送りいただければ幸いです。

本「ニューズレター」のすべてのバックナンバーは、いのちとくらし非営利・協同研究所のホームページ上に転

載されています: http://www.inhcc.org/jp/research/news/niki/

265号の目次は以下の通りです（２４頁)
1．論文：健保法改正による OTC 類似薬の「一部保険外療養」化の危険性
（「二木教授の医療時評」（243）（『文化連情報』2026年 8月号（580号）：26-22頁）………２頁
２．最近発表された興味ある医療経済・政策学関連の英語論文（通算２４５回：２０２６年分その５：8論文）…８頁
３．私の好きな名言・警句の紹介（その259）－最近知った名言・警句……………………………１４頁
４．私が毎月読むかチェックした日本語の本・論文の紹介（第６３回）………………………………………１５頁

お知らせ

１．論文「『骨太方針2026』の医療・社会保障改革方針をどう読むか？」が『日本医事新報』2026
年 8月 1日号に掲載されました。
２．インタビュー「所得高ければ医療費負担も重く...広がる『応能負担』、専門家は問題視」

が「朝日新聞デジタル」2026年８月１日に掲載されました。
https://www.asahi.com/articles/ASV7Z25ZQV7ZUTFL004M.html
いずれも、本「ニューズレター」266（9月 5日配信）に転載する予定ですが、早く読みたい方
は掲載紙誌をお読みください。
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1．論文：健保法改正によるOTC類似薬の「一部保険外療養」

化の危険性

（「二木教授の医療時評（その 244）」『文化連情報』2026年 8月号（580号）：26-22頁）

28 本の法律の「束ね法」

本年 5月 29日、健康保険法等の一部を改正する法律（「医療保険制度改正法」）が成立
しました。本法は、健康保険法改正を中心に関連する 28本の法律を束ねた一括法（束ね
法）で、主な改正内容は以下の通りです：OTC類似薬への一部保険外療養の創設、高額
療養費制度の見直し、後期高齢者医療制度における窓口負担や保険料への金融所得の勘

案、妊娠・出産に対する支援の強化、子育て世帯の保険料負担の軽減。

本稿では、今後の医療保険制度に重大な影響を与えうる OTC類似薬への一部保険外療
養導入について検討します。国会審議では、一部保険外療養の対象は OTC類似薬に限定
されることが確認されましたが、将来的には「その他の適正な医療」にも拡大される可

能性が十分あるからです。

なお、高額療養費制度の見直しについては、別の論文で複眼的に検討したので、お読

み下さい(1)。同制度の見直しはほとんど政令で行われており、今回の法改正では、健康
保険法第 115条第２項に、「とりわけ長期にわたって継続的に療養を受ける者の家計」（に
与える影響及び療養に要した費用の額を考慮して、政令で定める。カッコ内は元の条文）

が加えられただけです。

出発点は 2025 年 2 月の自公維合意

OTC類似薬への一部保険外療養創設の出発点は、2025年 2月 25日の自由民主党（以
下、自民党）・公明党・日本維新の会の三党合意で、日本維新の会の「社会保険料を下げ

る改革案」（「国民医療費の総額を、年間で最低 4兆円削減することによって、現役世代
一人当たりの社会保険料負担を年間 6万円引き下げる」）を自民党・公明党も「念頭に置
く」としたことでした（なお、「念頭に置く」は「合意」ではなく、「心に留める」「考慮

に入れる」等の軽い意味です）。

これ以降、日本維新の会は OTC類似薬の全面的保険外しに前のめりとなり、2025年通
常国会の審議では、それにより保険給付費を約 1兆円削減することを主張しました。
ただし、自民党と公明党はそれにきわめて慎重で、同年 5月に閣議決定された「骨太

方針 2025」では、「OTC類似薬の保険給付の在り方の見直し」と抽象的に書かれるにと
どまりました。

さらに同年 11月以降の社会保障審議会医療保険部会の議論では、OTC類似薬の(全面
的)保険外しは否定され、OTC類似薬を保険適用としたうえで患者負担を変更するやり方
が推奨され、しかも、OTC類似薬の範囲を限定すること、及びこどもや低所得の方につ
いての費用負担に配慮することが提案されました。これに基づいた改革案が同年 12月 24
日の財務大臣と厚生労働大臣との折衝で確認されました。医療保険部会は、翌 12月 25
日、「大臣折衝事項」を追認する「議論の整理」をまとめました。
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OTC類似薬一部自己負担化のポイント

ＯＴＣ類似薬の一部自己負担化のポイントは以下の 3つです（2027年 3月施行を想定）
○対象医薬品：77成分、約 1100品目
○特別の料金：対象薬剤の薬剤費の４分の 1
○配慮が必要な者：こども、がん患者や難病患者など慢性疾患を抱えている方、低所得

者、入院患者、医師が対象医薬品の長期使用等が医療上必要と考える方等。

「配慮」事項については、国会審議での政府答弁で、子どもは高校生までを想定して

いること、難病は厚生労働省が指定する難病以外も含むこと、低所得者は生活保護受給

者であることが示され、医師が医療上必要と考える患者については、「アトピー性皮膚炎

など慢性疾患で年間を通じて通院する患者」が例示されました。

厚生労働省は、6月 18日、内科・整形外科・歯科の関係者や薬学の専門家ら 15人で
構成される「OTC類似薬の保険給付の見直しの実施に向けた技術的検討会」を立ち上げ、
追加の負担を求めない対象者と療養の範囲の整理等を議題とすることを明らかにしまし

た。

一部自己負担化の批判的・複眼的評価

改正の理由・「観点」は次の 2つとされています：①医療用医薬品の給付を受ける患者と
OTC医薬品で対応している患者との公平性の確保、②現役世代を中心とする保険料負担上
昇の抑制。このうち、②は日本維新の会の主張に沿ったものですが、①は 1984年の健康保
険「抜本改革」で健康保険本人の 2割負担（法律の本則）が導入されたときに初めて用い
られた「医療を受けた人と受けない人との間の均衡」以来、患者の自己負担増が行われる

たびに必ず用いられている「超・鉄板ロジック」です(2)。この点について、天野慎介氏（全
がん連理事長）は、「今の社会保障の議論で『公平性』という言葉が出てくると負担減では

なく、ほぼ確実に負担増の議論になってしまいます」と、的を射た批判をしています(3)。
今回の改正は、日本維新の会が当初主張していたＯＴＣ類似薬の全面的保険外しと比

べると、対象範囲は大幅に縮小され、それに伴う保険給付額の減少＝患者負担増加も 1
兆円から約 900億円に大幅減額されています。私は昨年、日本維新の会の主張を以下の
ように批判しました。「OTC類似医薬品の保険外しが医療給付費から患者負担への『コスト
シフティング』であるだけでなく、保険給付から外れた OTC類似医薬品の価格高騰を招き、
社会的レベルでみた総医療費（保険給付費＋患者負担）の不必要・ムダな増加を招く」(4)。
今回は、この最悪のシナリオは回避されたと言えます。

ただし、一部保険外療養の対象になる OTC類似医薬品の自己負担化は、生活保護受給者
以外の「低所得の方」には重い負担となり、受診抑制が生じる危険があります。日本では、

ヨーロッパ諸国と比べて、生活保護の「補足率」（生活保護を利用する資格（基準）を満た

している低所得者のうち、実際に受給している方の割合）は非常に低く、2割前後にとど
まっているからです。

しかも、今後、新たな法改正をせず、政令により、ＯＴＣ類似薬の範囲拡大と患者負担割

合の引き上げが行われる可能性は十分あります。その根拠は以下の 2つです。
1つは、昨年末の両大臣「折衝事項」の「薬剤給付の見直し」の項で、以下のように明記
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されたことです。「将来、OTC医薬品の対応する症状の適応がある処方箋医薬品以外の医療
用医薬品の相当部分にまで［特別の料金の－二木］対象範囲を拡大することを目指し、上記

の施行状況等について厚生労働省において把握・分析を行った上で、令和 9年度以降にその

対象範囲を拡大していく」。 もう 1つの根拠は、2024年 10月に導入された、長期収載品の
選定療養化による先発薬との差額分の 25％自己負担が、わずか 2年弱後の 2026年 6月から 5
割負担に引き上げられた前例があることです。

「一部保険外療養」導入の条文

私はそれよりも重大なことは、「一部保険外療養」化の条文が、ＯＴＣ類似薬だけでな

く、「その他の適正な医療」も含んでいることだと判断しています。

健康保険法第 63条第２項（次に掲げる療養に係る給付は、前項の給付に含まれないも
のとする）には、以下の第 6号が新設されました。「OTC医薬品（要指導医薬品又は一般
用医薬品）との代替性が特に高い薬剤［OTC類似薬－二木］を用いた療養その他の適正
な医療の提供を確保しつつ、公平かつ効率的な保険給付を行う必要性に鑑みその要する

費用のうち一部を保険給付の対象としないものとする療養として厚生労働大臣が定める

もの（以下「一部保険外療養」という）」。

日常用語と異なり、法律の条文解釈では、「その他」と「その他の」は区別されます(『条

文の読み方』有斐閣、2012年、36-39頁）。具体的には、「その他」では前後の単語が対等
・並列であるのに対して、 「その他の」では、前の単語が、後の単語の一部になります

（A、Bその他の Cという場合、Aと Bは Cという大きなグループ（または概念）の中
の具体例）。

この原則を当てはめると、「その他の適正な医療」には、OTC類似薬を含めてさまざま
な医療・療養が含まれることになり、今後法改正を伴わずに「一部保険外療養」の範囲

を拡大することも可能となります。ただしこの場合も、厚生労働大臣が職権で一方的に

告示するのではなく、社会保障審議会医療保険部会や中医協等での審議・了解が求めら

れます。

「一部保険外療養」の政府解釈の整理・変更

このことについては、一部野党が国会審議でも質問・追及しました。

まず、4月 15日の衆議院厚生労働委員会で、辰巳孝太郎議員（共産党）は「［一部保険
外療養により－二木］療養そのものの保険外しの危険性がある」と指摘・追及しました。

それに対して、上野賢一郎厚生労働大臣と間隆一郎保険局長は、それぞれ以下のように

答えました。

「法律上は条文上限定していないのではないかという御指摘と思いますが、規定ぶり

としてはそのように読めるかもしれませんが、実際には、先ほど申し上げました通り、［本

法案の附則におきまして－二木］ＯＴＣ類似薬についての検討規定を設けていることか

らも、対象としてはＯＴＣ類似薬の見直しだということであります」（大臣）。「現時点で、

ＯＴＣ類似薬以外について、一部保険外療養として別途の負担を求めることは想定して

おりません」（局長）。

この点は、小西洋之議員（立憲民主党）も 5月 26日、28日の参議院厚生労働委員会で
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繰り返し追及しました。5月 26日には、間保険局長は改めて、「63 条第２項第 6号の規
定ぶりは薬剤に限定していない」ことを認めました。5月 28日には、間保険局長は、以
下のように条文解釈を「整理」（小西議員の表現）しました。「法第 63条第２項第 6号の
その他の療養の文言だけで解釈すれば、薬剤に限定されない旨を答弁しましたが、今申

し述べた議論の経緯、その状況も含めた立法目的、立法事実、同号の前段に『代替性が

特に高い薬剤を用いた療養』と記載されていること、附則の検討規定はＯＴＣ類似薬の

諸状況を踏まえると規定されていることも踏まえれば、当該規定の趣旨としては法第 63
条第１項第 2号に規定する薬剤のみを対象としたものと解釈しております」。
かまやち敏議員（自民党）もこれに先立ち、5月 21日の参議院厚生労働委員会で、「そ

の他の療養の中に、薬剤以外の、例えば技術料は含まれないという解釈で差し支えない

かどうか、確認」を求め、上野大臣もその確認を行いました。

一部保険外療養の対象が OTC類似薬のみとする根拠として、4月 15日の大臣答弁は附
則のみを挙げていたのに対して、5月 28日の局長答弁はより包括的な説明をしており、こ
れは条文解釈の変更と思えますが、政府は公式にはそうとは認めていません。しかし、『週

刊社会保障』6月 8日号の報道（8頁）は、「条文解釈を変更」との見出しを付けました。
ともあれ、これにより、当面は、「一部保険外療養」の対象がＯＴＣ類似薬に限定され

ることが確定したと言えます。

「現在のところ」技術料の差額徴収は考えていない

私が「当面は」という限定表現をしたのは、間保険局長の上記「現時点で」発言とそ

っくりな発言を、厚生省は 1984年の健康保険「抜本改革」で特定療養費（現・保険外療
養費）制度を新設したときに、していたからです(5)。
具体的には、1984年 5月 10日の衆議院社会労働委員会で、浦井洋議員（共産党）の「私

が心配するのは、患者の選定が適当と大臣が定める療養の中に、いろいろな技術料が入っ

てこないだろうかという心配であります。例えば技術料は、これは今のところはないです

か」との質問に対して、吉村仁保険局長は、「現在のところ、差額徴収の方式を利用して

技術料にかかわる差額徴収をやろう、こういう考えはございません」と述べました。こ

れは国会答弁ではありませんが、吉村保険局長は、国会審議に先立つ同年 1月 27日の社
会保険審議会でも、特定療養費制度の「規定によって保険給付を縮小するものではない」

と断言していました。

しかし、後の『社会保険旬報』の報道によれば、吉村局長は当初から、「この制度は今

は目立たないが、これから必ず効果を発揮する」「これから大きく育っていくはず」と非

公式に語っていたそうです（同誌 1786号：3頁、1993年。1831号：3頁、1994年）。
この吉村局長の発言・予測通り、その後、特定療養費（2006年から保険外併用療養（評

価療養＋選定療養））を「活用」した差額徴収は少しずつ拡大し続けました。最初の拡大

が、1992年の次の 4つの「療養に係るもの」の特定療養費化でした：①特別の材料によ
る給食の提供、②予約に基づく診療、③保険医療機関が表示する診療時間以外の時間に

おける診療、④入院医療管理移行計画を策定した病院における特別の看護。そして、最

新の拡大が、上述した 2024年 10月に実施された長期収載品の選定療養化です(6)。
『週刊社会保障』本年 6月 8日号の「週間展望」も、健康保険法等改正法の国会審議で
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は、「『薬剤』のみが［一部保険外療養の］対象と解釈されることが明確化された。ただし、

これは今後の議論の積み重ねによる変更が否定されるものではない」と、意味深長に（？）

書いています(7)。なお、「週間展望」は無署名ですが、厚生労働省の現役幹部や担当者等
が匿名で執筆していると広く認識されているそうです。

それだけに、医師会・医療団体等は、今後、政府答弁を無視した「一部保険外療養」

の対象拡大が行われないよう監視を続ける必要があると思います。

【補足】今後の患者負担拡大の「客観的」将来予測

本稿の草稿を読んでいただいた友人の研究者から、今後、「新規・高度な医療がオプショ

ナルな位置付けとなって保険外療養化していく流れなのでしょうか」との質問・疑問をい

ただいたので、以下のようにお答えしました。重要な論点と思い、全文を掲載します（匿

名での引用許可済み）。これは、「客観的」将来予測（現在の政治・経済・社会的条件が継

続する（または大きくは変わらない）と仮定した場合、今後生じる可能性・確率がもっと

も高いと判断していること）で、私はこれらの患者負担増にはすべて反対です。

＜ご安心ください。「新規・高度な医療がオプショナルな位置付けとなって保険外療養化」

することは、あってもだいぶ先と思います。

医療保険給付範囲の縮小・自己負担増の次の焦点は、後期高齢者の 2割負担・3割負担
の対象拡大です。ただし、日本維新の会の主張する原則 3割負担化は、当面は困難と思い
ます。それと前後して、後発薬の長期収載品の先発品との差額の自己負担拡大（10割負担
化）、OTC類似薬の対象拡大と自己負担割合の拡大が行われる可能性が大きいと思います。
ここまでは、ほぼ確実と言えます。

その次に、今国会での国会答弁を無視した、軽医療の「一部保険外療養」化による自己

負担導入が行われると思います。

それに対して、「新規・高度な医療がオプショナルな位置付けとなって保険外療養化」す

ることは、あってもだいぶ先になると思います。その理由は 2つあります。1つは、日本
の国民は平等な医療志向が非常に強く、すでに数千万円～数億円の高額医療も（ほとんど

先進医療化という経過措置をとらずに）順次保険給付化されていることを考えると、今後、

新規・高度な医療を保険給付の対象から外したり、保険外療養化するのは、政治的に困難

であること。もう 1つは、政府は医療の成長産業化を目指しており、そのためには新規・
高度な医療の育成が不可欠だが、それを保険外療養化するとその市場が拡大しないからで

す。＞（引用終了）

実は、私は 2014年に、同じ方からの質問に応えて、「公的医療費抑制と医療の営利化は
『避けられない現実』か？」を書いたこともあります(8)。この論文を 8年ぶりに読み直し
てみて、当時の認識・予測は正しかったと判断しました。併せお読みいただければ幸いで

す。

文献

(1)二木立「高額療養費制度の再見直し案をどう読むか？」『日本医事新報』2026年 2月 7
日号（5311号）：56-57頁。
(2)二木立「医療保険の患者負担に『能力に応じた負担』・応能負担が導入された経緯と理由を探
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(3)天野慎介・西村章対談「（後編）”社会の紐帯”としての高額療養費制度」集英社新書プ
ラス、2026年６月 10日・11日公開。https://t.co/YsX0uW7r0w
(4)二木立「自公維三党合意が『念頭に置く』国民医療費の『最低 4兆円削減』が荒唐無稽で
ある理由」『文化連情報』2025年 6月号（567号）：30-37頁（『ファクトで展望する高齢日本の
医療政策』勁草書房、2026年、第 4章第 3節（131頁））。
(5)二木立『「世界一」の医療費抑制政策を見直す時期』勁草書房、1994年、3章「特定療
養費制度の『一般』制度化は成功するか？」（115頁）。
(6)二木立「2024年度診療報酬改定を複眼的に評価する」『文化連情報』2024年 5月号（554
号）36-44頁（『ファクトで展望する高齢日本の医療政策』勁草書房、2026年第 4章第 1節
（113頁））。
(7)「（週間展望）健康保険法等改正法の成立」『週刊社会保障』2026年 6月 8日号（3369
号）：29頁。
(8)二木立「公的医療費抑制と医療の営利化は『避けられない現実』か？」『日本医事新報』2014
年 10月 18日号（『地域包括ケアと地域医療連携』勁草書房、2025年、第 3章第 6節(136-140
頁）。ウェブ上に公開している「二木立の医療経済・政策学関連ニューズレター」124号（2014
年 11月）にも掲載：http://www.inhcc.org/jp/research/news/niki/)。

［本稿は、『日本医事新報』2026年 7月 4 日号（5332 号）に掲載した「健保法改正によ
る OTC類似薬の『一部保険外療養』化をどう読むか？ 」に加筆したものです］
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２．最近発表された興味ある医療経済・政策学関連の英語論文（通算

245 回）(2026 年分その 5 ： 8 論文)

※「論文名の邦訳」（筆頭著者名：論文名．雑誌名 巻(号)：開始ページ－終了ペー

ジ，発行年）［論文の性格］論文要旨の抄訳±αの順。論文名の邦訳の［ ］は私の

補足。

※今号から、抄訳部分は AI翻訳を適宜利用します。利用した場合は、その旨明記します。

＜アメリカ・OECD加盟国での最近の医療費増加の鈍化についての実証研究（4論文）＞

The Economist 2026年 7月 11日号（紙版：71頁）は、"Dystopia averted An aging society
might not cost too much"(ディストピアは避けられる 高齢化社会はそれほど費用がかから

ないかもしれない）という大変興味深い論説を掲載しました。この論説は、アメリカ等で

の最近の医療費増加の鈍化とその要因を研究した 3論文、及びそれに関連した人口減少が
経済成長に与える影響を研究した 1論文（いずれも 2026年発表）のポイントを紹介し、「経
済学の文献は希望を与えている。人口動態態は必ずしも［人口高齢化で医療費が急増する

との］運命を決定づけるものではない」と結論づけています。4論文は、いずれも高名な
（医療）経済学者が執筆した 41～ 80頁のガチガチの実証研究論文で、日本のマクロの医
療費分析の研究者必読と思い、論説での引用順に要旨を紹介します（これらはすべて無料

で閲覧できます）。私のお勧めは、3番目のアメリカとアメリカ以外の OECD加盟 19か国
（日本と韓国を含む）の 50年間にわたるマクロ医療費の増加要因・寄与率の推計で、著者
の 1人はこの分野の研究の元祖である Newhouse氏です。
なお、日本でも、財政制度等審議会の 2026年春の建議（6月 26日）は、「高齢化の進行

や高額の薬剤の登場等に伴い、医療費をはじめとする社会保障給付費は継続的に増加して

おり、保険料・税といった国民負担率も拡大を続けてきた」が、「近年では、賃上げの進展

等により、社会保障負担率（国民所得に対する社会保険料負担の割合）は横ばいないし微

減で推移する局面が見られている」、「令和 8年度（2026年度）の社会保障負担率も低下す
る見込み」と認めています（60-61頁）。「建議」の（参考資料）には、これらの事実をキ
レイに示す図も 3つ掲載されています（Ⅲ-1-12～ 14)。
私は、これらの国内外の研究・趨勢を踏まえると、日本を含めた高所得国では、マクロ

の医療費や社会保障費の増加は今後も鈍化し、社会保障負担率も安定・微減する可能性が

大きいと考えています。

○アメリカは医療費用曲線を下方屈曲させたか？

David M. Cutler and Lev Klarnet: Has the United States bent the health care cost curve? Working
Paper 35231, National Bureau of Economic Research, May 2026, 80 pages［量的研究］
https://www.nber.org/system/files/working_papers/w35231/w35231.pdf

2024年のアメリカの医療費の GDPに対する割合は、2010年当時の予測を 15％も下回り、
2010年よりごくわずか(only marginally)高いだけだった。当時の予測を基準にした節減額
は 1兆ドル近くに達する。このような増加率鈍化の長期的な傾向を踏まえて、以下の問い
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を立てた：アメリカは医療費用曲線を下方屈曲させたのか？

まず、新医療技術の開発とそれらの均衡利用を統合した医療費増加モデルを作成した。

技術開発とそれの利用についてのインセンティブは、医療費を増やすかもしれないし、減

らすかもしれない。次に、医療費増加率低下をもたらしうる、以下の 5つの要因(drivers)
を同定し、それらの影響を実証的に検討した。①健康改善と費用抑制を同時に実現する技

術の開発、②短期的弾力性を上回る長期的供給弾力性、③人口全体の健康の改善、④需要

を減らし需要弾力性を高める医療費支払い方式改革、⑤医療価格上昇率の低下。これらの

費用上昇抑制のメカニズムは拡大し続けているので、アメリカは医療費用曲線を下方屈曲

させた、ただし、それはまだ不十分で、さらに屈曲させる必要があると結論づけられる。

○アメリカの高齢者の健康と寿命：エビデンスと含意

Liran Einav and Amy Finkelstein：Elderly Health and Longevity in the US: Evidence and
Implications. Working Paper No. w35346, National Bureau of Economic Research, June 2026, 55
pages［量的研究］
https://www.nber.org/system/files/working_papers/w35346/w35346.pdf
高齢者の寿命の延長が社会保障（年金）とメディケアの財政を圧迫していることはよく

知られているが、死亡率と有病率の低下がこれら 2つの制度の財政状況にどう影響してい
るかは知られていない。30年間のメディケア現況給付調査データ（1992-2019）を用いて、
これらの変化による生涯社会保障（年金）費用の増加（14％）は、生涯メディケア費用の
増加（6％）の 2倍以上に達すると推計した。高齢者の生涯医療費増加が年金費用の増加
を下回っていることは、余命がどのように延長したかかについての以下の 2つの事実で説
明できる：この間の余命延長のうち 2.4年間は完全に健康であり（身体的・認知的制限が
ない）、重度の健康障害による余命の延長は約 30％減少し、その結果ナーシングホームや
在宅ケアの利用が減少した（以下、モデル作成の説明は略）。

○［アメリカとOECD加盟国での］医療費増加は鈍化している ［医療費用］曲線の下方屈

曲は続くか？

Sheila Diane Smith and Joseph P. Newhouse: Health-Care Spending Growth Has Slowed Will
the Bend in the Curve Continue?
American Journal of Health EconomicsVolume 12, Number 1、Winter 2026、41pages［量的研
究］ https://www.journals.uchicago.edu/doi/full/10.1086/734328
医療費増加は、1970～ 2000年には世界的に避けられないと思われていたが、2009～ 2019

年にはアメリカでも OECD加盟 19か国（日本と韓国も含む）でも著名に鈍化した。この
鈍化が、定常的な鈍化か、あるいは一時的現象かを評価するために、医療費増加の要因を

①所得効果、②人口変化、③保険カバーの範囲、④相対医療価格、⑤残余に分解して寄与

率を計算し、残余を技術進歩によるとみなした。

その結果、1970-2019年には所得と医療技術が医療費増加の主要因(main drivers)であり、
アメリカでの増加寄与率はそれぞれ 43％、35％、アメリカ以外の 19か国ではそれぞれ
57%、21%であった。20か国の医療費増加の残余要因の時系列分析では 2004年に構造的転
換が生じ、それ以降残余要因による医療費増加は 1.1ポイント低下し、これが医療費増加
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率鈍化の主因であった。鈍化は、その後の世界金融危機とアメリカでの医療価格インフレ

ーションの鈍化で強まったが、部分的にはアメリカと他国の急速な人口高齢化で相殺され

ていた。以上の結果を踏まえ、コロナ・パンデミックの影響を除いて 2028-38年を展望す
ると、今後医療費増加は少し加速するかもしれないが、それでも医療費用曲線の相当の下

方屈曲が続くと予想される。

○出生率の急激な低下と成長の急増：人口動態の変化とマクロ経済

Daron Acemoglu, David Autor, Keelan Beirne, Andrew Scott: BABY BUSTS AND GROWTH
BOOMS: DEMOGRAPHIC CHANGE AND THE MACROECONOMY. Working Paper 35401,
National Bureau of Economic Research, July 2026, 66 pages［量的研究］
http://www.nber.org/papers/w35401
過去 70年間にわたる世界的な出生率の長期的な低下は、人口増加を鈍化させ、平均年齢

を上昇させ、労働市場とマクロ経済を再構築してきた。これらの傾向が経済成長を阻害す

るという一般的な予想に反して、出生率の低下は、各国における労働年齢成人一人当たり

の GDP成長率の上昇、および米国の通勤圏における賃金成長率の上昇と関連しており、総
GDPや所得への悪影響はないことがわかった。これらのパターンは、教育水準の向上、女
性の労働参加率の上昇、農業の重要性の低下、あるいは新古典派ソローのメカニズムでは

説明できない。我々は、これらは若年労働者の不足に対する技術の内生的かつ省力的な反

応を反映していると主張する。この解釈と一致するように、出生率の低い国や地域では、

省力化特許が多く、ハイテク活動が拡大している。また、国や産業全体で TFP（全要素生
産性）成長率も高い。第二次世界大戦における軍人および民間人の死亡者数の国ごとのば

らつきを利用して、人口規模そのものではなく、若年人口の減少が上記の結果を左右して

いることがわかった。

※ Geminiによる翻訳を微修正しました。

＜その他（4論文）＞

○経営コンサルタントの活用後の［アメリカの］非営利病院の財務、運営、医療の質の変

化

Joseph Dov Bruch, et al:Changes in Nonprofit Hospitals' Finances, Operations, and Quality of
Care After Using Management Consultants. JAMA 2026 Jun 2;335(21):1870-1878. doi:
10.1001/jama.2026.5027.［量的研究］
近年、米国の医療業界における経営コンサルタントの存在感は劇的に高まり、現在では

米国経済の他のほとんどのセクターよりも高くなっている。病院は、戦略計画、組織改革、

コスト削減、収益向上活動に関する外部の専門知識や助言を得るために、経営コンサルタ

ントを雇用している。これらの企業の存在感と影響力にもかかわらず、米国では、これら

のサービスにどれだけの費用が費やされているか、またその支出が測定可能な改善につな

がっているかどうかを実証する証拠は存在しない。本研究の目的は、 非営利病院の経営コ

ンサルタントへの支出を定量化し、経営コンサルティング会社との契約開始後の財務、運

営、および医療の質の変化を評価することである。本研究は、2010年から 2022年の間に
初めて経営コンサルタント会社を利用した米国の非営利病院 306施設と、2009年から 2023
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年の間に経営コンサルタントを利用しなかった病院 513施設を比較する、スタック差の差
分法を用いた観察研究である。用いた主なアウトカムと指標は以下の通り：財務実績（例

：収益、費用、利益率、現金準備金、固定資産）、業務指標（例：入院利用率、人員配置、

役員および従業員の報酬、慈善医療、地域社会への貢献）、および医療の質指標（例：急性

心筋梗塞、肺炎、脳卒中における請求に基づく 30日死亡率および再入院率）。
その結果、調査期間中、非営利病院の 20%以上が経営コンサルタントを雇用した。経営

コンサルタントを雇用した非営利病院は、そのサービスに対して平均 1,570万ドルを支払
い、非営利病院全体では 2009年から 2023年までにこれらのサービスに 78億ドル以上を費
やした。この多額の投資にもかかわらず、病院の財務実績、運営上の意思決定、および請

求に基づく患者アウトカムの分析では、コンサルティング契約に起因する実質的、統計的

に有意、または体系的な改善の証拠はほとんど見られなかった。患者純収益（-2.22%、95% CI、
-5.11%～ 0.76%、P = .14）、営業費用（-1.07%、95% CI、-3.56%～ 1.49%、P = .41）、固定
資産（2.05%、95% CI、-6.54%～ 11.42%、P = .65）、不良債権（-6.31%、95% CI、-19.82%
～ 9.48%、P = .41）、現金保有日数（-8.56%、95% CI、-28.00%～ 16.13%、P = .46）、総利
益率（-0.19 [95% CI、-1.20～ 0.82] パーセントポイント、P = .71）などの財務指標につい
て相対的な変化が推定された。営業利益率 (0.15 [95% CI、-0.94 ～ 1.23] パーセント ポ

イント、P = .79) も有意ではなかった。入院期間 (1.71%、95% CI、-0.34% ～ 3.81%、P =
.10) や総入院日数 (0.29%、95% CI、-2.57% ～ 3.23%、P = .85) などの業務指標の相対変
化も推定された。ケアの質に関する結果の相対変化も、概して有意ではなかった。唯一の

例外は、脳卒中患者の 30 日以内の再入院 (1.37 [95% CI、0.14 ～ 2.61] パーセント ポイ

ント、P = .03) で、これは代替仕様に対して頑健ではなかった。
以上から、非営利病院は経営コンサルタントに多額の費用を費やしているが、病院の財

務、運営、医療の質に目立った変化が見られたという証拠はなかった。これらの結果は、

非営利病院が経営コンサルティングサービスから得ている純価値について疑問を投げかけ、

病院をはじめとする医療業界全体の組織における経営コンサルタントの広範な利用を慎重

に検討する必要性を示唆している。

※ AI翻訳を微修正しました。
二木コメント－アメリカの非営利病院で増加している経営コンサルタントの雇用・利用

が、経営改善や医療の質の向上にはまったく寄与していないことを定量的に示したスゴイ

研究です。本誌の編集者がコメントしているように、この研究にはいくつかの限界もあり

ますが、その方も認めているように、全米レベルで、病院の公開財務情報等を結合して膨

大なデータベースを作成したことは画期的であり、今後の研究の深化が期待できます

（Buchmueller TC, et al: The price of advice - Do management consultants deliver value to
nonprofit hospitals? JAMA 335(21):1847-1848）。

○医療は社会的投資か？治療・予防間のトレードオフについてのOECD加盟 4か国の世論調

査

Jacques O, et al: Health care as social investment? Public opinion on trade-offs between curative
and preventive care in four OECD countries. Journal of Health Politics, Policy and Law 51(3)

:379-405,2026［量的研究］
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コロナパンデミックは、疾病を予防する公衆衛生プログラムと全国民への健康安全保障

提供の重要性を明らかにした。しかし、政府は公衆衛生にほんのわずかしか投資していな

い。一般的には、このような公衆衛生への投資不足は公衆衛生に対する個人の関心の欠如

のためとみなされているが、この点について実際に国民の選好を調査した研究はほとんど

ない。社会的投資についての政治経済学の先行研究を踏まえて、本論文は予防と治療のト

レードオフについての個人の選好を調査した。OECD加盟 4か国（カナダ、ドイツ、スイ
ス、イギリス（連合王国）））で行われた一次調査"PrioHealth survey"の個票（8000人）を用
いて、市民が予防と治療のトレードオフについてどう判断しているかを評価した。

主な結果は以下の通りである。信頼の高さとリベラルな社会的価値観は予防への支持と

関連していた。これらの変数は効果が長期的に現れる政策への支持と関連していた。それ

と対照的に、健康の自己評価が低く、医療サービスへの満足度も低い個人は、効果が短期

に現れる治療に対する費用を好んでいた。本研究の貢献は、公衆衛生への追加的投資を支

持する集団と治療への追加的投資を好む集団を同定したことである。

二木コメント－オーソドックスな理論検証型の実証研究です。タイトルは非常に魅力的

ですが、調査結果とその解釈は予定調和的＆「上から目線」と感じました。

私はこの論文を読んで、フュックス氏が、病気の予防より治療により多くの金を使う人

々の行動を「非合理」・「非効率的」と批判する主張を以下のようにたしなめたことを思い

出しました：このような批判は、「もし個人の到達目標が所与の支出レベルに対して余命を

最大化することであるならば正当化されるであろう。しかしながら、人々の目標が効用

(utility)を最大化することであると仮定することは、よりもっともらしいことであり、この
仮定の下では、いわゆる非合理的な行動も全く合理的なものとなりうるのである。（中略）

人々は健康なときには、もっと健康になるために金を使うことには熱心にならない。しか

し病気の時には、そして特に死に直面しているような時には、ほんの僅かの改善のチャン

スにさえ、進んで多額の金を使おうとするのだ」（江見康一・田中滋・二木立訳『保健医療

の経済学』勁草予防、1990（原著 1986）、43-44頁）。

○普遍的福祉国家における市場の失敗？デンマークの社会サービスの所有形態、質、及び

規制

Bach-Mortensen , et al: Market failure in a universal welfare state? Ownership, quality, and
regulation in Danish social services. Social Science & Medicine 390(2026)118804, 12 pages
［量的研究］

他の多くの国々と同じように、デンマークでは近年子どもと成人の社会サービスの外注

が急増している。擬似市場理論は複雑な社会サービスは市場での提供には適さないと示唆

しているが、データが断片的であるため、所有形態が福祉サービスの質にどのように影響

するかについての評価はほとんどなされていない。本論文は、全国規模の公的データを用

いて、支援が必要な子どもおよび生産年齢の成人に対する社会サービスを提供している公

立、私立非営利（以下、非営利）、及び（私立）営利の事業者（N=2375,2020-2024）のサー
ビスの質を検証する。

主な結果は以下の通りである。①営利事業者は過去 5年間に 44.1％も増加したが、公立
と非営利の事業者数は不変か減少していた。②営利事業者は他の 2種類の事業者と比べて、
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規制機関による処分(regulatory sanction)－監査強化や強制閉鎖等－が多かった。③非営利
事業者は高い質評価を受けており、それに対して新規参入した営利事業者の質評価は低か

った。④質評価と規制の差は非営利事業者と営利事業者の間で特に大きく、公立と私立の

差より大きかった。このことは、2種類の私立組織の所有形態と利潤動機の差の方が、公
立と私立の差より大きいことを示している。以上の結果は、複雑な社会サービスの福祉市

場は、情報の非対称性、利用者の複雑性、及び不完全な契約のために、市場の失敗に陥り

やすいとする擬似市場理論の主張を支持している。最後にこれらの所見は、ますます市場

化されつつあるサービス提供環境において、市場の規制、サービス調達と価格設定戦略に

より、高パフォーマンスの事業者を維持するための政策的示唆を与える。

二木コメントー日本でも、デンマークと同様に、介護や障害者の福祉・就労支援で営利

事業者の比重が急速に高まっており、非常に示唆に富むと感じました。

○国民のために働く奉仕者か特権を持つエリートか？韓国における医師のストライキを分

析する

Choi S: Public servants or privileged elites? - Analyzing physician strikes in the Republic of
Korea. Social Science & Medicine 395(2026)119092, 6 pages［事例研究］
韓国における 2024年の医師の大規模ストライキは現代の医療制度内の根本的な緊張を明

らかにした。韓国の医療制度は、医療保障は公的であるが医療提供は私的であるというハ

イブリッドモデルであり、医療制度一般についての知識を拡大するために詳細な分析に値

する。本論文は、弁証法的唯物論の視点から、2024年の医師のストライキは、韓国の医療
制度と医師専門職に埋め込まれた根本的矛盾が頂点に達して生じたと説明する。本論文は

改革を成功させるために、次の 3つの視点を提起する：①医療を商品とみなすか、公共財
とみなすかという根本的な対立を認識する、②医師、医師以外の医療専門職、及び市民の

間の階級闘争のダイナミックスを認識・主張する、③専門職内の内在的矛盾を強める搾取

的労働環境を認識する。

二木コメント－タイトルに惹かれて読んだのですが、余りに「勇ましい」a/o50年前
（1960-70年代初頭）の日本の医学生・青年医師運動にタイムトリップしたような主張に
驚きました。著者の所属は、アメリカのカリフォルニア州立大学ロサンゼルス校（UCLA
とは別大学）マネジメント学部です。
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3 ．私の好きな名言・警句の紹介（その 259 ）－最近知った名言・警句

＜研究と研究者の役割＞

○今田有紀子（東京大学大気海洋研究所准教授。国内で発生した豪雨を地域という小さな

スケールで解析した功績で、優れた女性研究者に送られる猿橋賞を受賞。47歳）「忠実に
科学的事実を伝え、正確に知ってもらうことが重要」（「中日新聞」2026 年 7月 5日朝刊、
「この人」）。二木コメント－私も、2026年 3月に『ファクトで展望する高齢日本の医療政
策』を出版したので大いに共感しました。なお、自然科学と異なり、社会科学では「事実

（ファクト）」にはデータだけでなく、歴史的事実も含まれます。

○「真実、独立、世界（Truth, Independence, Humanity)（船橋洋一『戦後敗戦』実業之日

本社、2026,458-460頁。舟橋氏が、2011年 3月 11日の福島第一原発事故後に設立した「福
島原発事故独立検証小委員会（通称、民間事故調）のモットー。「独立なくして検証なし。

検証なくして真実なし。真実なくして提言なし－－私たちは独立と検証にこだわった」）。

二木コメント－私も、50年以上、「真実と独立」にこだわって研究を続けてきたので、大
いに共感しました。ただし、本書では、世界と Humanityとの関係は説明されていません。

○齋藤誠（國學院大學経済学部教授。専門はマクロ経済学）「私は、日本経済に関するマク

ロ経済データを、長く、広く、煩雑に診ている数少ない経済学者だと思う。（中略：「長く」

「広く」「煩雑に」「診る」の説明）／説明が若干難しいのが、『数少ない経済学者』のとこ

ろなのかも知れない。実は、研究の最前線に立つ経済学者の多くは、権威のある英文学術

雑誌の論文につながらない作業にまったく関心がない。したがって、論文作成をぬきにし

てマクロ経済データを一心にながめることなど決してしない」（『日本経済を診る シン・

競争の作法』ちくま新書、2026年、9-10頁）。二木コメント－私も、医療政策のデータや
動向を「長く、広く、煩雑に診ている数少ない」医療経済・政策学研究者だと自負してい

るので、大いに共感しました。残念ながら、この分野でも、「研究の最前線に立つ」研究者

が、近年は、「権威のある英文学術雑誌の論文につながらない作業にまったく関心がない」

傾向がみられますが、経済学分野ほどはひどくないと思います。

＜その他＞

○阿刀田高（現役最高齢の小説家の一人。91歳で、『掌より愛をこめて』（理論社）を出版）
「年寄りは『きょうよう』が必要なんです。『教養』じゃなくて、『今日、用がある』こと。

毎日用事があるとシャキッとしますから」（『週刊文春』2026年 6月 11日号：111頁。「阿
川佐和子のこの人に会いたい（第 587回）」）二木コメント－これは阿刀田氏の十八番のジ
ョークです（『掌より愛をこめて』の 20頁にも同様のことが書かれていました）。仕事を定
年退職すると、「サンデー毎日」状態になりやすいので、「今日、用がある」は非常に重要

と思います。ただし、私を含めた高齢研究者には、「今日、用がある」ことと「教養（があ

る）」の両方が必要だと思います。
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４．私が毎月読むかチェックした日本語の本・論文の紹介（第63回）

（「二木ゼミ通信（君たち勉強しなきゃダメ）」101号（2026年 7月 12日）から転載）
※ゴチック表示の書籍・論文は私のお奨めa/o私好み

Ａ．論文の書き方・研究方法論関連

○諸星晃一『嫌われる文章 読み手をいらつかせないために覚えておきたい 51のルール』
JTPパブリッシング、2026年 2月。
…元朝日新聞記者が、23年間の手痛い経験・失敗を踏まえて書いた、初級文章読本。「読
みたくない編」「もう勘弁して編」「時間を返して編」「どの口をいうか編」の 4章に分けて、51
のルールを示す。ルールごとに、「嫌われる文章」の実例→嫌われる理由のていねいな解説

→改善例を示す。「文章というと、文法や言葉遣いといった技術論に目が行きがち」な風潮

を批判し、「『嫌われる文章』に共通するのは、読み手への想像力が欠けている、というこ

と」（224-225頁）と主張しているのはその通りと思う。しかし、本書にはルールの番号が
書かれておらず、記述も読みにくく、「読み手への想像力が欠けている」。

Ｂ．医療・福祉・社会保障関連

〇加藤浩晃『医療と算盤 2025年の医療崩壊を避け 2040年の医療を創る思考法』MCメデ
ィカ出版、2025年 4月。
…著者は、眼科専門医＆ヘルスケア新規事業家で、厚生労働省で働いた経験もある。渋沢

栄一の『論語と算盤』の理念を医療に応用し、医療の道徳性・公共性と経済的視点を融合

するだけでなく、経営資源（ヒト・モノ・カネ）を次世代的にとらえるために本当に必要

なのは「思考法」であるとのスタンスから、100の実践的提言を行っている。引用・参考
文献がまったくないことは､著者の自信 a/o過信の表れと感じた｡

○中村好一『基礎から学ぶ楽しい疫学 第 5 版』医学書院 ,2026年 1月（初版 2002）。
…定評ある疫学教科書・入門書の 6年ぶりの改定。日本語の疫学書でこれだけ版を
重ねているもの本は他にない。全 13 章。各章の冒頭に簡潔なポイントを付け、本文
も数式をほとんど使わず、疫学と疫学に必要な統計の基礎を分かりやすく、しかし

著者の価値判断や警告を示しながら解説している。脚注と「疫学デッドセクション」

（コラム）も充実（例：「コホート研究の賞味期限」121 頁、「統計学は数学ではな
い」180 頁、「PDCA サイクル（批判）」206 頁）。最後の章で、「今後、疫学をさら
に深める人と、そうでない人に分けて疫学に対するこの後の身の処し方を提示」（こ

れは第 4 版にも書かれていた）。本書をじっくり読めば、疫学の基礎と専門用語が身
につく。

〇マリー＝フランシス・オコナー著、高橋洋訳『悲嘆の脳科学 最愛の人を失ったとき脳

では何が起きているのか』青土社、2026年 2月（原著 2022）。
…著者は、fMRI検査や臨床実験等により、悲嘆(grief。死別の悲しみ)について脳科学研究
をしている心理学者で、本書は悲嘆とそれに続く服喪の一連の謎を解いていく一般読者向
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けの本。全 2部・11章。第 4章「順応」では、かつて世界でも日本でも大流行したキュー
ブラー＝ロス『死の瞬間』の「悲嘆の 5つのステージ」（ショック期・否認期・混乱期・解

決への努力期・受容期）モデルが「数十年にわたる研究の進展によって不正確、あるいは

不完全であること（５つのステージを順番に経験する人はごく少数等）が証明されている

にもかかわらず、よく知られている」理由を検討している（96-99頁）。

〇中山和弘『意思決定支援とディシジョンエイド 「お・ち・た・か」で実践するシェア

ードディシジョンメイキング』日本医事新報社、2026年 3月。
…日本では意思決定支援はまだ「臨床の技」として実践されがちだが、国際的にはエビデ

ンスが蓄積されているとして、Medical Desicion Making誌に掲載された国際的レビュー論
文や国内の最新の研究等を基盤として、エビデンスに基づく意思決定支援の理論と実践を

体系的にまとめた（より進んだ）教科書。「どんなものにも光と影がある」という原則の下、

著者がまとめた「お・ち・た・か」（お：Option(選択肢)､ち:長所(利益)､た：短所(リスク)､
か:価値観(何が重要か))という、英語と日本語がチャンポンのダジャレ的枠組みを提唱。
全 10章。図表を多用して、視覚的にも分かりやすく書かれている。世界での(Shared）DM
の研究･普及状況と(著者が考える)日本の課題がよく分かる｡私は、第 6章「患者の物語と
専門家の声：エビデンスを踏まえてどう生かすか」（「ナラティブの力と危険性」、「ナラテ

ィブを含める場合の基準とバランス」、「物語性を生かしつつ誤解を避ける工夫」等）に興

味を持った。

○特集「障害者の加齢に伴う諸問題」『総合リハビリテーション』2026年 5月号：472-516
頁。

…障害者では、加齢に伴う身体的・精神的機能の低下が健常者と比較しても顕著であり、

二次障害の合併などにより、家庭生活及び社会生活に重大な支障を来す場合が少なくない。

本特集（全 6論文）は、総論に続いて、身体障害者、精神障害者、知的・発達障害者の高
齢化の諸問題を俯瞰的に検討し、さらに障害者の加齢に伴う就労サポートと介護者の高齢

化についても論じている。

○須田木綿子「介護保険支出のコントロールと事業者の『進化』：ファイナンシャル・エン

ジニアリング」『社会保険旬報』2026年 6月 1日号：14-20頁。
…近年、経営学分野で注目されている「ファイナンシャル・エンジニアリング」（投機的動

機に基づく組織戦略）という分析枠組みを用いて、東京都の 2つの区の介護保険の通所・
訪問介護事業者を 2005～ 2025年に追跡した独自のパネル調査の結果を分析し、新たに設
立された事業所ほどファイナンシャル・エンジニアリングを駆使していることを明らかに

している。その結果に基づいて、競争原理の見直しと政府間関係の再編（競争ではなく、

協働による運営規模の拡大に基づく経済効率性の向上等）を提言している。

医療機関に比べて進出・退出がはるかに多く、しかも大半が営利である介護保険事業者

のパネル調査を 20年間も行い、コホート別退出パターンを示した緻密な実証研究。このよ
うな息の長い実証研究は、医療分野でも行われておらず、貴重（ただし、読みやすくはな

い）。「ファイナンシャル・エンジニアリング」は、私が『保健・医療・福祉複合体』（医学
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書院,1998,41-43頁)で複合体の 4つのマイナス面の一つとして指摘した「クリームスキミ
ング（利益の上がる分野への集中による利潤極大化）」と似ていると感じた。

○特集「社会的共通資本である病院の『まちづくり』戦略 情けは人のためならず」（企画

：松原由美）『病院』2026年 6月号：420-463+409-417頁。
…企画者の、＜熱い思い・確信＞が伝わってくる大特集：「医療は社会的共通資本（宇沢弘

文）であり、医療がなければ安心して住み続けることはできない。（特に人口が減少してい

る）地方において、医療や福祉は数少ない重要産業の 1つであり、まちと病院は運命共同
体の関係にある。まちがなければ病院の継続は成り立たない。まちのために尽くすことは、

病院の存続基盤の強化につながる」（「まちと病院は運命共同体」は、423頁にも書かれて
いるように、本特集にも寄稿している鈴木邦彦氏の造語）。

松原氏の包括的総論と、各地で先進的なまちづくりを行っている以下の 5病院のレポー
ト：茨城県・医療法人志村大村病院（鈴木邦彦氏）、愛知県・JA愛知厚生連足助病院（早
川富博氏）、群馬県・医療法人内田病院（田中志子氏）、宮城県・公益社団法人女川地域医

療センター（齋藤充氏）、福島県・あさかホスピタルグループ（佐久間啓氏）。巻頭インタ

ビューの黒澤一也氏も、実父（故人）が築いた日本の保健・医療・福祉複合体の草分けの 1
つ（長野県佐久市の社会医療法人くろさわ病院グループ）を継承・発展させ、2017年の病
院の新築移転を機に、「病院・行政・地域の三者協議で病院内に公民館を設置」するなど、

病院を核にしたまちづくりに邁進している。残念なのは、社会的共通資本概念を提唱した

宇沢弘文氏の著作の紹介がなく、同概念の変化・発展についても触れていないこと。

〇武田俊彦「国民負担率に関する誤解と考察（医療政策の論点を追う・第 12回）」『QOL
VIEW』2026年 6月号：28-31頁。
…「日本人は所得の半分を税と社会保障で取られている」、「五公五民」等、国民負担率へ

の誤解の背景を、1980年代前半に政府が「増税なき財政再建」という旗を立て、国民負担
率を「現在のヨーロッパ諸国の水準（50％前後）よりかなり低位にとどめることが必要」
とした時にまでさかのぼって検討。社会保険料は強制徴収という点では税と同じだが、最

終的には移転支出として家計が受け取るのであり、「政府が勝手に使っているわけではな

い」、「本来マクロの上限を設定するべき性格のものでもない（社会保障の機能を制限する

ことになる）。だから、こそ反対給付のない税と同じように考えてはいけないのであり、実

際、国民負担率は極めて日本的な概念であって、他国では使われていない」と指摘。武田

氏（元厚生労働省医政局長）が厚生省入省直後に、大蔵省主計局に出向し、国民負担率推

計担当だった経験を踏まえて書いているだけに説得力がある。

なお、武田氏は 2026年 6月 19日の薬価流通研究会・くすり未来塾の記者会見で、高市
政権の現役世代の保険料の上昇を止め、引き下げていく」方針を、「社会保障の機能低下を

招くことが危惧される」と批判し、併せて社会保障負担率や国民負担率が足元で下がって

いることも指摘した（「日刊薬業」2026年 6月 19日）。
＋○武田俊彦「世代間格差論に対する考え方 社会保障の教育推進に関する検討会資料か

ら(上)（下）」『週刊社会保障』2012年 5月 28日号（2679号）：54-59頁、同 6月 4日号（2680
号）： 54-59頁。
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…上記『QOL REVIEW』論文を読んで、武田氏が厚生労働省高官（政策統括官付社会保障
担当参事官）だった 2012年に発表したこの論文を思い出し、再読した。本論文は厚生労働
省・社会保障の教育推進に関する検討会（座長・権丈善一氏）の第 4回の審議時に、厚生
労働省が提出した資料「社会保障の正確な理解についての一つのケーススタディ」の概要

で、内閣府経済社会研究所のディスカッションペーパー「社会保障を通じた世代別の受益

と負担」（筆頭執筆者：鈴木亘氏）が、将来世代になるほど生涯でみた負担が給付を上回る

という計算結果を示したことを、包括的に批判している。（上）ではこの計算結果の技術的

側面について以下の 5つの問題点を提示している：①保険給付の期待値を計算することの
問題、②割引率の問題、③ 100年後の医療や介護（の現在価値を求めようとする問題）、③
事業主負担の扱いの問題、④引き算で考えるべきか割り算で求めるのが良いかという問題。

（下）では、社会保障の本質に関する、以下の 3つの定性的な（理念的な）問題点を論じ
ている：①「社会保険」の概念とは何なのか、②世代間の「格差」はなぜ生じたのか、③

社会保険での世代間の「格差」は本当に問題なのか。

この種の論文では定番の「個人的見解」とのクレジットはついておらず、厚生労働省の

公式見解と思われる。同省が世代間格差論に対するこれほど包括的かつ専門的批判（特に

（上））を 14年前にしていたことに驚かされる。武田氏は、（上）では計算技術的な問題を
冷静に指摘しているが、（下）では「強い違和感」、「疑問」等、世代間格差を煽る内閣府に

対する憤りを隠していない。私は民主党政権時代には、政府内で公開論争が行われていた

ことに注目した。このような公開論争（not水面下の論争・駆け引き）は、2012年末に第 2
次安倍晋三政権が成立し、2014年に内閣人事局が設置され、官邸が各省庁に対する統制（グ
リップ）を強めるようになって以降は、行われていないと思う。

○長沼建一郎「民間医療保険の設計とその困難－医療保険改革の受け皿となりうるか」『週

刊社会保障』2026年 6月 8日号：36-41頁。
…社会保険料引き下げの大合唱の中で、民間医療保険への期待が高まっており、「骨太方針

2025」にも、「公的保険を補完する民間の保険の開発を促す」ことがが明記された。「しか
し公的な医療保険が縮小した分は、民間保険でカバーすればよいというほど単純なもので

はない」ことを、本論文はていねいに解説している。具体的には、民間医療保険の現状を

一瞥した後、窓口負担をカバーするタイプと保険外診療をカバーするタイプの 2つを取り
上げ、いずれの場合も「困難は保険料」にあることを示し、最後は「社会保険を縮小すれ

ばその分は『元に戻るように』民間保険の契約や市場が成立するように思われるのは錯誤」

であると結ぶ。

若かりし頃日本生命に勤務し民間医療保険の実務と実態を熟知している著者にしか書け

ない論文であり、本論文を読むと、民間医療保険の設計の困難さと選択の難しさがよく分

かる。以前は、著者の文体は厳密である反面、分かりにくかったが、今回は論文名を含め

て、自己の事実認識や価値判断をかなりストレートに書いている。これは著者が抗がん剤

治療を経験して、＜吹っ切れた＞ためかも知れないと感じた。

○江澤和彦「（インタビュー）令和 8年度診療報酬改定 急性期病院一般入院基本料の創設

『7対 1論争』を終わらせる改定」『社会保険旬報』2026年 6月 1日号：6-13頁。
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…診療側代表の中医協委員として 2026年度診療報酬改定に深く関わった江澤氏（日本医師
会常任理事）が、入院医療を中心とする今回改定の狙いや懸念を率直に語っている。氏が

一番強調しているのは、従来の急性期一般入院料 1の病床を減らすために中医協で長年続
けられてきた「重症度、医療・看護必要度」の適正化をめぐる論争を終わらせるために、

急性期病院 A・B一般入院料を新設したこと。氏は、A、Bを取得できるのは、共に全国で 500
病院程度と「推計」し、現在急性期一般病棟 1を届けている病院のうち 300病院程度、約 4
万床程度が Bの施設基準を満たせず、その多くがケアミックス病院との厳しい「試算」を
示し、そのような病院は、患者 1人当たり病床面積の縛りのない「地域包括医療病棟が今
後一番の選択肢となる可能性」があると述べている。これ以外にも、「良薬口に苦し」的な

率直な発言が多く、病院経営者・関係者必読と思う。

○高橋泰「2026年度診療報酬改定と補助金は何を動かそうとしたのか－資金配分から読む
地域医療構想、働き方改革、医師偏在、医療 DXへの対応」『社会保険旬報』2026年 6月 1
日号：22-25頁。
…「2026年度診療報酬改定と関連補助金は、単なる点数の見直しではない」として、「改
定全体の金の流れと政策目的との対応関係」を、以下のように読み解いている。①地域医

療構想については、診療報酬は「行動変容」の仕組みであり、補助金は「動き出すための

費用（構造転換の初期費用支援）という役割分担がある。②（医師の）働き方改革は最も

強く DXと結びついた分野であり、直接策と DX策の「二本立」設計である。③医師偏在
対策は、「医師を呼ぶ・残す・派遣する」という直接策が主戦場であり、DXがそれを補完
している。以上を踏まえて、各医療機関に対して、3つの「戦略的選択」を示している。

○工藤高「急性期充実から包括期充実へ（プロの先読み・深読み・裏読みの技術 第 97回）」
『月刊／保険診療』2026年 6月号：36頁。
○鈴木学「2026 年度診療報酬改定でインパクト大の包括期充実体制加算の届け出要件」『月

刊／保険診療』2026年 6月号：33-34頁。
…工藤氏は、2026年度診療報酬改定は「新たな地域医療構想」に「寄り添うというより一
体化に近い」と評価した上で、地域包括医療病棟は「急性期と回復期の『ハイブリッド』」

になり、許可病床 200床未満でしかも急性期病床を持たない病院のみが算定できる「包括
期充実体制加算」は、「急性期充実から包括期充実へ［の］シフトチェインジ」であること

を強調し、これへの対応を呼びかける。鈴木氏は、包括期充実体制加算の算定要件に加え

て、「施設基準通知」とその後の「疑義解釈」もていねいに読み込み、「疑義解釈」でメデ

ィカルコントロール（MC)協議会への参加要件が緩和されたことに注目し、この「加算の
新設の意図は、地域のMC協議会への包括期機能病院…の参加」であり、「急性期病院と包
括期の病院の連携を密にしていくことが重要」と強調。

○尾形裕也「この国の医療のかたち(142)中医協と私・他」『MEDIFAX web』2026年 6 月 14
日。

…尾形氏は、2017年から 10年間も中医協入院・外来医療等の調査・評価分科会の委員・
分科会長を務め、4回の診療報酬改定に関わり、2026年 5月に退任した。本論文は分科会
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長としての「卒業論文」とも言え、以下の 5点の「若干の個人的感想」を率直に述べてい
る。①分科会が「研究者としては大変興味深い検討の場であった」。②厚生省某保険局長の

有名な「（診療報酬改定は）カンと度胸だ」発言が「新たな意味を持って生き返ってくる」

（これは、近年の「エビデンス」・データ偏重の政策形成への皮肉と思う）。③「近年、診

療報酬改定のプロセスが変質してきている」。④「診療報酬の基本的性格が『資源配分』か

ら『所得配分」へと変質してきている」。⑤「診療報酬改定の『効果』」に関して、2024年
に初めて７対１病棟が減少したことについて、地域包括医療病棟の創設という「何らかの

新たなミッションを担う医療機能への転換ということであれば、医療提供サイドの経営上

の意思決定にある程度影響を与えることができる」。私はいずれにも納得・共感したが、特

に⑤に注目した。

なお、尾形氏は②で某保険局長の氏名を書いていないが、黒木武広氏と思う。私は、氏

が保険局長時の発言は覚えていないが、事務次官時、1993年 5月の医療経済研究機構設立
発起人会で次のように挨拶したことをよく覚えている：「我が国の医療は巨大化し、私共の

政策判断も今までのように勘と度胸だけではやっていけなくなった」(『日本醫事新報』3604
号：107頁、1993。（『「世界一」の医療費抑制政策を見直す時期』勁草書房、1994、10頁で
引用））。

○尾形裕也「地域医療構想の経緯、現状、課題及び展望(1)～(6)」『週刊社会保障』2026年 1
月 19日号：48-53頁、2月 16日号：48-53頁、3月 16日号：48-53頁、4月 20日号：42-47
頁、5月 18日号：42-47頁、6月 15日号：42－ 47号。
…医療提供体制の基本的なあり方を規定している地域医療構想の経緯、現状、課題及び今

後の展望について、ほぼ時系列的に、総合的かつ正確に解説しており、地域医療構想につ

いての「必読文献」と言える。各回のテーマは以下の通り：(1)地域医療構想策定の経緯、
(2)地域医療構想の概要、(3)その後の改革(1)、(4)その後の改革(2)、(5)新たな地域医療
構想の検討、(6)新たな地域医療構想ガイドライン。
著者の執筆スタイルの特徴として、重要なこと a/o通説・厚生労働省の公式見解とは微

妙に異なる「私見」を（注）にサラリと書いていることが多いので、（注）もていねいに読

む必要がある。私が特に注目した本文又は（注）に書かれている「私見」等は以下の通り

：(1)(注 7)「亜急性期機能を消したことの影響は、少なくとも 2点あった」、(2)機能別病
床数の「過不足は『見かけ上の姿』に過ぎ」ない、（3）地域医療連携推進法人制度は「一
つの選択肢」（(3)で 4回も強調！）、(3)（注 24）「2015年の医療保険制度改革…を踏まえ、
長期的には、介護保険の保険者に都道府県を加え、地域における医療と介護の全体最適化

を図るべき」、(4)2019年に公表された再検証要請対象医療機関を「400余の指定された病
院だけの問題として考えるのは、問題を矮小化している」、(5)（注 32)「いわゆる『奈良
方式』による病床機能報告の結果等を踏まえれば、病床機能は 4区分ではなく（亜急性期
と呼ぶか軽症急性期と呼ぶかは別として、この際 5区分とすべきであった」、(6)（注 44）
「筆者が四半世紀前来主張しているのが、保険財源を経常的な経費のカバーに対応した診

療報酬部分と、投資的経費のカバーに対応した新たな配分部分に二分する。そして、投資

的経費については、後者により（診療報酬以外の形で）、保険者の主導の下により配分する

というアイデア」。
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○佐藤英仁「地域医療構想（2025年）を総括する」『国民医療』370号（2026年夏季号）：24-31
頁、2026年 6月。
…国は 2025年を目標として進めてきた「地域医療構想」に対する詳細な総括を十分に行わ
ないまま、2040年をターゲットにした「新たな地域医療構想」の議論を加速させていると
して、これまでの地域医療構想」の具体的な内容を概観したうえで、それが日本の医療体

制に何をもたらしたのか、その功罪を多角的に検証している。上記、尾形論文があまり触

れれていない地域医療構想のマイナス面を指摘しているが、スケッチのレベルにとどまっ

ているのが残念。

○一戸和成「なぜ社会的弱者を対象としたビジネスはなくならないのか？（有事斬然・第 77
回）」「社会医療ニュース」611号：3頁、2026年６月。
…障害者就労支援雇用事業所の加算金不正受給の報道を受けて、上記の問いを発し、「介護

・福祉・障害者施設で、倫理的に問題のあるビジネスを生業とする民間事業者が出てくる」

のには以下の３つ問題があると指摘：「①規制が緩く、倫理的に問題のあるビジネスを是正

できない上に、報奨金・補助金・サービス報酬といった公的資金が企業の収益を飛躍的に

増加させる」、「②生産年齢人口の急激な減少で、人材確保が困難になっている」、「③自治

体（市町村社協を含む）の介護・福祉施策の業務遂行能力が低下している」。これを踏まえ

て、これら施策については、、「国が厳しい基準を作った上で制度化すべき」と主張。一戸

氏は、元厚生労働省技官で、診療報酬改定を担当時、「特に多額の財源が想定される報酬項

目では、要件設定で如何に『抜け道を塞ぐ』かを考えていた」ため、説得力がある。

氏は、「医療法に基づく医療法人制度は、非営利が前提で、法人の理事長は原則医師であ

ることが求められて」おり、「倫理的に大いに問題のある医療サービスを提供する医療サー

ビスが少ないのは、医療法人の規制と、倫理教育を受けた医師が責任を持っているため」

だとして、「医療の『岩盤規制』も悪くない」と結ぶ。私も以前、「（医療法人）理事長の医

師・歯科医師限定は非営利性の重要な担保」と指摘したことがあるので、大いに共感した

（『TPPと医療の産業化』勁草書房、2012、第 2章第 4節「日本の民間病院の『非営利性』
と活力」（94-95頁））。

○天野慎介・西村章対談「（前編）患者団体は、高市政権下での高額療養費制度＜見直し＞

をどう捉えているのか？全国がん患者団体連合会理事長・天野慎介氏と振り返る」、「（後編）

”社会の紐帯”としての高額療養費制度」2026年６月 10日・11日公開。URL:【前編】
https://t.co/6pnauDuMgm、【後編】https://t.co/YsX0uW7r0w（集英社新書プラス）
…天野氏（全がん連理事長。「高額療養費制度見直し案に歴史的な方向転換をさせた功労者」）

と西村氏（『高額療養費制度』著者。自らも同制度長期利用の当事者）が、前編で、政府案

の見直しを目指した運動の経過と成果・限界を振り返り、後編では、「究極的にどういう制

度を目指すべきなのか、日本の医療保険制度の未来を語る」。

前編で、天野氏は社会保障審議会医療保険部会の委員の大多数が負担増引上げ派である

だけでなく、高額療養費制度と利用者の実態をほとんど知らない方がいることに驚いたこ

と（例：テレビ番組を見て、がん患者では手術後も長期の治療が続くことを初めて知っ
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た！？）、それと対照的に厚生労働省事務局や与党議員の中にも患者団体に気を遣ってくれ、

（個人的に）支えてくれた方が少なくなかったことを率直に語っている。天野氏は委員の

実名は出していないが、議事録と照らし合わせるとトンデモ発言をした委員はすぐ分かる。

石破内閣と異なり、高市内閣では、厚労省も政府も、石破内閣の対応を「反省材料という

か教訓として、『鉄壁の答弁』で臨む、という方針」であることも分かる。私は、天野氏が、

運動では「ナラティブとエビデンスの両方が必要」と強調していることに大いに共感し、

研究者も学ぶべきと感じた。後半での天野氏の次の主張は的を射ていると感じた：「今の社

会保障の議論で『公平性』という言葉が出てくると負担減ではなく、ほぼ確実に負担増の

議論になってしまいます」、「（社会保障の）グランドデザインがないまま、一番重要な高額

療養費から手をつけてしまう、という本末転倒の状況になっている」。

○小塩隆士「破滅的医療支出が示す医療保険制度の課題」『週刊社会保障』2026年 6月 22
日号：26-27頁。
…「破滅的医療費」という用語は、高額療養費をめぐる議論でしばしば用いられるように

なったが、日本での実証分析は余り蓄積されていない。著者は、総務省統計局「家計調査」

の個票データを用いて、2002年以降の分析をしつつあり、本論文はそれの中間（予備的）
報告と言える。一番注目されるのは、破滅的医療支出の発生率が 2010年代後半から、すべ
ての世帯類型で上昇していること。著者は「もう一つ看過できない変化」として、破滅的

医療支出の発生率の「集中度」が低下していることを挙げている：「破滅的医療支出は低所

得者に集中しやすく、その状況は大きく変わってはいない」が、「集中度が低下する傾向を

確認できる」。著者はこの傾向を、「破滅的医療支出は、低所得層に特有の問題という色彩

を徐々に弱め、中間層でも直面しつつある」と解釈している。原著論文の完成・発表が待

たれる。

【番外】吉中丈志「『ファクトで展望する高齢日本の医療政策』書評」『経済』2026年 8月
号：100-101頁。
…各章の内容の単なる紹介ではなく、5つの柱（ファクト、展望、政策決定プロセスと内
容、社会連帯と高額療養費制度、次世代研究者の育成）を立てて、評者が注目した記述を

中心にして分析的に書評。著者である私自身、今まで強くは自覚していなかった私の<思い

＞や本書の＜売り＞に気づかされた。

C．政治・経済・社会関連

○トクヴィル著、岩永健吉郎訳『アメリカにおける民主主義について』中公クラッシクス、

2015（本文は『世界の名著 40』中央公論社（1980）をもとに編集。原著は 1835、1840年）。
… The Economist 2026年 6月 13日号（紙版：32-33頁）の記事"Tik-Tocqueville"は、アメリ
カの建国 250年を祝うのに最適なことは、トクヴィル『アメリカの民主主義』を読むこと
だと述べて、同書のポイントや現代的意義を簡潔に紹介していた。私は今まで、何度もこ

の本を読まなければと思いつつ、余りの厚さ（岩波文庫版で全 4冊 1382頁！）に怖じ気づ
いていた。しかし、この記事が、全部を読む必要はなく、ダイジェスト版を読むだけでも

十分得るものがあると書いていることに背中を押されて、この抄訳本（序、第 1巻第 2部 6



- 23 -

～ 9章、結び。178頁）。を読んだ。
この本は、日本でも「アメリカ及び民主制についての最高の古典」（三谷太一郎氏）等と

絶賛されているが、私には大半が＜退屈な(boring)＞本で、抄訳を読み通すのにさえ相当
の忍耐が必要だった。もちろん、アメリカ政治・社会における「多数の圧政」とそれを緩

和する諸要因の記述（各第 7章、第 8・9章）は、「常識の確認」としては参考になる。し
かし、現代のアメリカとアメリカ政治、あるいは医療制度・政策を考えるために、わざわ

ざ 200年以上も前に書かれた本書を読む必要は（ごく一部の研究者以外には）ないと感じ
た。もちろん、トクヴィルのアメリカの評価や「予言」には、妥当なものもあるが、「新世

界に諸階層の恒久的な不平等が樹立される時期を予見することはできない」（170頁）等、
現代の超格差社会アメリカとは真逆な甘い予想も少なくない。現代的視点で見ると、トク

ヴィルの言う「アメリカ人」はほとんど「イギリス系アメリカ人」であり、奴隷はもちろ

ん、先住民も含まれていないこと、及びイギリス系アメリカ人等が先住民を駆逐・虐殺し

て国土を拡大し続けたことにもまったく触れていないことには強い疑問を感じた（「その国

土は…造物主によって人間に与えられた」、「北アメリカには放浪する部族が住むのみであ

り、彼らには土地の自然の富を活用することなど念頭になかった」107頁）。トクビルは宗
教の役割を非常に重視しているが、これは「キリスト教」のこと。ただし、少数派である

カトリック教徒への高い評価は勉強になった（120－ 122頁）。立花隆氏の言葉を借りれば、
本書は、少なくとも日本人にとっては、「歴史家とディレッタントだけが読む対象とし

て生き残ってゆく」と言える『僕はこんな本を読んできた』文藝春秋 ,1995,48-49頁）。
【参考】○宇野重規『トクヴィル 平等と不平等の理論家』講談社学術文庫,2019（原本は
2007）。
…トクヴィルの思想を「平等化」をキーワードにして、『アメリカのデモクラシー』を中心

に、ていねい・端正に解説・解読。そのため、トクヴィルと『アメリカのデモクラシー』

についての教養は身に付く。『アメリカのデモクラシー』が歴史的名著であることも理解で

きた。しかし、「結び」（トクヴィルの今日的意義）と補章（21世紀においてトクヴィルを
読むために）は、私には蛇足、So what (Et alors?)と思える。
著者は「本書を執筆した最大の動機は、トクヴィルのこの予言がはたして正しかったの

かどうかを、現在の時点から改めて検証することにあった」（171頁）と書いているが、200
年前に、いくら優秀とはいえ 25歳の若者が、わずか 9か月のアメリカ滞在（それもほとん
ど東部のみ）に基づいて書いた本の「予言」の検証に意味があるとは思えない（贔屓の引

き倒し）。そのためもあり、私は、本書を読んで、著者が「あとがき」で職場の同僚に言わ

れて、「10秒ほど失語症状態に陥った」と紹介している次の疑問に共感した：「なんで、今
頃になって、あらためてトクヴィルがそんなに話題になるんでしょうね。自分には、最近、

多くの人がトクヴィル、トクヴィルという理由が、どうもよくわかりません」（200頁）。
（「ゼミ通信」79号（2024年 9月）→「ニューズレター」243号（2024年 10月に転載））。

○坂本達哉『「共感」の思想史－ヒューム、スミスから現代へ』岩波新書、2026年 4月。
…スコットランド啓蒙を中心とする社会思想史研究の重鎮が、「利己主義による腐敗を乗り

超えるため、『共感』の可能性を深く追求した 18世紀イギリスの思想的格闘を読み解き、
現代の危機に向きあう視座を探る」本。序章と終章を除いて全 4章。17世紀のホッブス『リ
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ヴァイアサン』にまで遡り、ヒューム『人間本性論』等を経て、アダム・スミス『道徳感

情論』でひとまず終了する、イギリスの「共感」論争をていねいに（一部は「重箱の隅を

つつく」ほど細かく）跡づけている。決して読みやすいとは言えないが、じっくり読むと、

この分野の教養が身につく。私は、ヒュームが「理性は情念の奴隷」と言い切っていたこ

と、及びヒュームの「自生思想」が後の「制度学派の経済思想」につながっているのを初

めて知った（第 2章）。他面、第 3章「『共感』の再発見」はアダム・スミスの＜贔屓の引
き倒し＞と感じた。そのためもあり、本書を読んでも、上記諸古典を読む必要があるとは

まったく感じなかった。これも上質の解説書の効能かも知れない。

○井上正也、紙足恭子、佐橋亮編『タブーを破った外交官 田中均回顧録』岩波書店、2025
年 10月。
…私は今まで田中均氏のことはほとんど気にかけていなかったが、『週刊エコノミスト』2026
年 2月 10日号（78頁）の氏の気骨・勇気あるインタビュー「軽々しい『台湾有事』発言
日本の国益に大きな損失」を読んで、氏について詳しく知りたいと思い、本書を読んだ。

本書は、日朝共同宣言や日米安保条約「再定義」、韓国との歴史問題など、冷戦終結後の日

本が直面した数々の案件に取り組んだ「伝説の人（外交官）」が、その時々に何を考え、何

を実現したいと思ったのか、壁となって立ちはだかったものは何か、プロの外交官が果た

すべき役割とは何か等について、可能な限り実名を出して語り尽くしたオーラルヒストリ

ー。全 9章。田中氏は私と生年が同じ（1947年生）なため、1970年以降の記述は、私自身
が社会人として体験または新聞等を読んで知っていた「同時代史」ともかなり重なった。

田中氏が「日本が侵略国であり敗戦国であった」（2頁）とするリアルかつ真摯な認識に
基づいて、プロフェッショナルに外交官としての仕事をしたことがよく分かる。在任中に 26
本もの協定をアメリカと締結した（332頁）経験に基づく、率直なアメリカ批判は説得力
がある。例：「アメリカという傲慢な国」（40頁）、「アメリカという国のいやらしさ」（48
頁）、「アメリカは自国の利益になる工作を間違いなくやる…それを盲目的に信じてはいけ

ない」（119頁）。一般には高く評価されている安倍首相の外交（姿勢）を何度も厳しく批
判していることにも注目・共感した。例：「いわゆる価値を重視した支援は安倍政権で出て

きた考え方…言葉で価値を強調してみても結果は作れない」（150-151頁）、「［安倍首相が］
多様な東アジア地域で価値を掲げるのは得策ではなく、むしろ傲慢だった」（182頁）、「［安
倍晋三官房副長官は］拉致を含む北朝鮮問題を解決していくというより、むしろ北朝鮮を

非難することに集中」（299頁）。
田中氏が、外交官としての強い「プロ（フェショナル）意識」、「気概」を随所で語って

いることに感銘を受けた（例：「外交というのは一貫して無から有を生むものです」26頁）。
同時に、「やってきたことにあまり効果がなかったのかなと一種の寂しさみたいなもの（を

感じた）」（33頁）、「振り返ってみると、何かすごく空しい感じがします」（213頁）と吐露
していることに、氏の苦悩、現代の日本外交に対する絶望も感じた。


